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第 1 節 日本基準






































これらの理由により、2000 年 4 月 1 日以降開始される事業年度から、本格的に退職給付
会計が導入されることとなった。








































































































■期末時点で 40 歳、勤続 20 年の A 氏の期末時点の退職給付債務、翌期の勤務費用を計算
することとする。
■予想退職時の年齢は 50 歳(現在から予想退職時までの経過年数は 10 年)である。
■A 氏の現在の月給は 400,000 円、退職時(50 歳時)見積給与は 500,000 円と仮定する。
■現在価値への割引計算に用いる割引率は 3%とする。




■支給倍率は生存退職支給倍率 30、死亡退職支給倍率 40、退職確率は 30%、死亡確率は
1%を用いることとする。























































































① ② ③ ④＝①×② ⑤＝①×③ ⑥
10 50 500,00
0































30 1 156,666 10 0.8 125,332














































































第 2 節 国際財務報告基準
国際財務報告基準においては、当時英国や米国の会計基準を適用していないヨーロッパ
諸国を対象として、IAS19「従業員給付」(以下、現行 IAS19)が 1985 年 1 月に基準化され
た。取り扱われている範囲は極めて広範囲であり、年金会計、退職給付会計のみにとどま
らず、従業員の休暇、病欠等の場合における給付についても規定されていることは日本基












































うか。米国基準では従来、「勤務の最初の 19 年については給付を与えず、20 年目の年度に








































第 3 節 米国基準
米国基準における年金会計基準の最初の基準化は、1985 年 12 月の SFAS87「事業主
の年金会計」および SFAS88「給付建年金制度の精算および縮小ならびに雇用終了給付
に関する事業主の会計」にまで遡る。とりわけ、この SFAS87 は、国際財務報告基準 IAS19
や我が国の退職給付に係る基準が公表されるにあたり多大な影響を与えたため、基本的
枠組みを定めた年金会計基準の先駆けともいうべき存在である。
そして、1990 年 12 月には SFAS106「年金以外の退職後給付に関する事業主の会計」
が基準化された。米国基準における退職給付会計のうち、退職後医療給付など年金以外に
関する会計処理を規定したものである。
10 本稿第 2 章第 3 節の図表 4 を参照。
22
その後は、SFAS87 の公表から 20 年が経過し、企業年金制度自体が大きく変容したこ
とや、米国会計基準の根底にある考え方は資産負債アプローチに基づくものであること
などから、SFAS87 が提供する年金会計の情報では不十分ではないかとの批判がなされ





そこで、2003 年 12 月になって SFAS132(R)「年金およびその他退職後給付に関する
事業主の開示」が出された。従来に存在した SFAS132 を全面的に廃止し、APB28、








さらに、2006 年 9 月には SFAS158「給付建年金およびその他退職後制度に関する事
業主の会計」が出され、SFAS87、88、106 および 132(R)の一部修正が行われた。
次に米国基準における年金会計の会計処理の概要について論じる。SFAS158 の具体




































































ば第 2 節でも述べた、「勤務の最初の 19 年については給付を与えず、20 年目の年度に 1




































年度 予測給付債務 制度資産の公正価値 未認識数理計算上の差異
2003 2,100,000 2,600,000 0
2004 2,600,000 2,800,000 400,000










2003 2,100,000 2,600,000 260,000 0 0
2004 2,600,000 2,800,000 280,000 400,000 *1 24,000


























第 1 節 国際的動向







2008 年 3 月には IASB より「Discussion Paper Preliminary View on Amendments to
IAS19 Employee Benefits」(「IAS19 の改訂に係る予備的見解」。以下、「DP」)が公表さ













































■期首時点で退職給付債務が 10,000、年金資産が 6,000、退職給付引当金が 4,000 で、未
認識項目は存在しない。
■当期の勤務費用 1,200、利息費用 200、期待運用収益 250、実際運用収益が－250
■年金資産の価値変動が(実際運用収益－250 と期待運用収益 250 との差額)－500 で、そ





期首退職給付引当金 4,000＋勤務費用 1,200＋利息費用 200－期待運用収益 250＝5,150
②当期の損益計算書上の退職給付費用




(実際運用収益－250 と期待運用収益 250 との差額＝－500)－(割引率変更に伴う退職給付
債務の増加額 1,000)－(期末時の退職給付債務に関する予定と実際の差額－300)＝－
1,200(借方不利差異)







これは、上記現行 IAS19 で示した、期末退職給付引当金 5,150 から数理計算上の差異の残






















これは、上記現行 IAS19 で示した、期末退職給付引当金 5,150 から数理計算上の差異の残



















これは、上記現行 IAS19 で示した、期末退職給付引当金 5,150 から数理計算上の差異の残


















































続いて、DP 公表後に寄せられた意見等を勘案し、2010 年 4 月には、IASB 公開草案「給
付建制度－IAS 第 19 号の修正提案」(以下、「ED」)が公表された。ED では、以下の点に














益に計上することで暫定合意していた。しかし、2009 年 7 月と 10 月に開催された IASB
と FASB の合同会議において、①退職給付に関する再測定損益(未認識項目)は税効果考慮
後の金額をその他の包括利益に計上すること、②その他の包括利益に計上した再測定損益




































































































































以下では具体的な設例により、現行 IAS19 と改訂 IAS19 における未認識項目に関する
会計処理を比較することとしたい。
40
図表 7 現行 IAS19 と改訂 IAS19 における未認識項目に関する会計処理の検討
前提条件
■X2 年 4 月 1 日における退職給付債務は 1,000 で、年金資産の時価は 800、未認識数理
計算上の差異が 100(借方不利差異で当該残高を 10 年で償却する)であった。
■X2 年 3 月 31 日における数理計算の結果(割引率 2％、長期期待運用収益率 5％)の結果、
X2 年 4 月 1 日～X3 年 3 月 31 日までの勤務費用、利息費用および期待運用収益はそれぞ
れ、30、20(＝退職給付債務期首残高 1,000×割引率 2％)、40(＝年金資産期首残高 800×
長期期待運用収益率 5％)と計算された。また、同期間における年金資産からの年金給付支
払額および掛金拠出額は 25 および 65 であった。
■会社は、X2 年 4 月 1 日付で給与水準の引き上げを行った。これに伴う退職給付債務の
増加額、すなわち過去勤務費用の発生額は 50 であった。
■X3 年 3 月 31 日における退職給付債務は 1,100 で、退職給付債務に係る数理計算上の差





(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅱ)既発生の未認識項目(未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用)の費用処理









期首残高 X2 年度の処理 期末残高















未認識過去勤務費用 0 50 50
退職給付費用の未収額
(退職給付引当金)
100 20 65 55









(借)未認識数理差異(その他の包括利益累計額) 100 (貸)退職給付引当金 100
(ⅱ)退職給付費用の計上
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅲ)過去勤務費用の発生
(借)その他の包括利益累計額 50 (貸)退職給付引当金 50
(ⅳ)掛金拠出時における処理
(借)退職給付引当金 65 (貸)現金預金 65
(ⅴ)数理計算上の差異の発生額の処理
(借)その他の包括利益累計額 200 (貸)退職給付引当金 200
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退職給付計算表(改訂 IAS19)
期首残高 X2 年度の処理 期末残高

































































































第 2 項 米国基準
2004 年 4 月、IASB と FASB は、退職給付に関する会計基準の共同開発に関して合意し、
2006 年 2 月には退職給付プロジェクトを会計基準コンバージェンスの覚書としての意味




米国における年金会計基準の見直しの始まりは、2005 年に SEC より公表された「2002
























図表 8 FASB における年金会計基準の見直しスケジュール
第 1 段階
時期 2006 年 9 月
主な内
容
SFAS87,88,106 および 132 等の従来の会計基準を一部改訂し、2006 年 9 月に
FAS158 として公表。
第 2 段階
















図表 9 SFAS158 の発効日
認識および開示事項 測定日の規定
公開企業 2006 年 12 月 15 日後に終了する会計年度
末
































そして、第 2 段階では、IASB における退職給付プロジェクトの完了後に、IASB との共
同プロジェクトの実施を検討する予定としている。もっとも、共同プロジェクトを実施す
るためには FASB・IASB 間の双方で活発な議題設定プロジェクトを経る必要が生じよう。
その後、FASB においては、2009 年より退職給付プロジェクトを休止し、以降は IASB
における議論の動向に注視している状態である。FASB・IASB 間で共同プロジェクトが実
施された場合、FASB が見直しを完了していない、例えば積立状況を示す額の変動の報告
方法等については、FASB と IASB とでは異なる方法を採るのか、それとも FASB に合わ







図表 10 SFAS158 発効前と発効後における未認識項目に関する会計処理の検討
前提条件
■X2 年 4 月 1 日における退職給付債務は 1,000 で、制度資産の時価は 800、未認識数理
計算上の差異が 100(借方不利差異で当該残高を 10 年で償却する)であった。
■X2 年 3 月 31 日における数理計算の結果(割引率 2％、長期期待運用収益率 5％)の結果、
X2 年 4 月 1 日～X3 年 3 月 31 日までの勤務費用、利息費用および期待運用収益はそれぞ
れ、30、20(＝退職給付債務期首残高 1,000×割引率 2％)、40(＝制度資産期首残高 800×
長期期待運用収益率 5％)と計算された。また、同期間における年金資産からの年金給付支
払額および掛金拠出額は 25 および 65 であった。
■会社は、X2 年 4 月 1 日付で給与水準の引き上げを行った。これに伴う退職給付債務の
増加額、すなわち過去勤務費用の発生額は 50 であった。
■X3 年 3 月 31 日における退職給付債務は 1,100 で、退職給付債務に係る数理計算上の差






(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅱ)前期までで発生した未認識数理計算上の差異の費用処理









期首残高 X2 年度の処理 期末残高


















100 20 65 55










(借)未認識数理差異(その他の包括利益累計額) 100 (貸)退職給付引当金 100
(ⅱ)退職給付費用の計上
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅲ)既発生の数理差異償却に関するリサイクリング
※回廊アプローチを用い、回廊 80(期首年金資産 800×10%)を超える部分 120(即時認識さ
れた数理計算上の差異 200－80)につき、現役の従業員の平均残存勤務期間を 5 年と仮定し、
償却する。
(借)退職給付費用 24 (貸)その他の包括利益累計額 24
(ⅳ)過去勤務費用の発生
(借)その他の包括利益累計額 50 (貸)退職給付引当金 50
(ⅴ)掛金拠出時における処理
(借)退職給付引当金 65 (貸)現金預金 65
(Ⅵ)数理計算上の差異の発生額の処理
(借)その他の包括利益累計額 200 (貸)退職給付引当金 200
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年金会計計算表(SFAS158 適用以降)
期首残高 X2 年度の処理 期末残高








































第 2 節 我が国における基準改訂
我が国において退職給付会計基準の改訂が議論されるようになった経緯について、まず
は明らかにしておきたい。2000 年 4 月 1 日以降開始事業年度より「退職給付に係る会計
基準」が導入されて以来、10 年余りが経過している。そのなかで、2007 年 8 月には、ASBJ
は IASB との間で会計基準コンバージェンスの加速化のための取り組みへの合意(いわゆ
る東京合意)を公表した。これを踏まえて、2011 年をめどに退職給付会計に関する会計基
準の見直しを実施することとなった。その準備段階として、ASBJ は 2009 年 1 月に「退
職給付会計の見直しに関する論点の整理」を公表し、我が国における退職給付会計基準見
直しに関わる議論が本格的に開始されたのである。
その後、2009 年 8 月には、退職給付会計基準見直しのスケジュールがステップ 1 とス
テップ 2 に分けられた上で、以下の通り提示された。
図表 11 ASBJ における退職給付会計基準見直しのスケジュール
ステップ 1
公開草案 2010 年 3 月 18 日
会計基準化 2010 年内














ステップ 1 では、現行の IAS19 号の定めのうち、IASB による見直しが行われたとして
も、なお変更が生じない部分および IASB による見直しのうち、方向性が定まっている部
分について、我が国の退職給付に関する会計基準等のコンバージェンスが進むように見直














基準の見直しを中長期的に取り組むべく、2009 年 1 月に｢退職給付会計の見直しに関する
論点の整理｣を公表した。ここで取り扱われている論点は以下の 1~10 まである。




















































の適用指針(案)」の概要は如何なるものであろうか。2009 年 1 月に出された論点整理に対
































■X2 年 4 月 1 日における退職給付債務は 1,000 で、年金資産の時価は 800、未認識数理
計算上の差異が 100(借方不利差異で当該残高を 10 年で償却する)であった。
■X2 年 3 月 31 日における数理計算の結果(割引率 2％、長期期待運用収益率 5％)の結果、
X2 年 4 月 1 日～X3 年 3 月 31 日までの勤務費用、利息費用および期待運用収益はそれぞ
れ、30、20(＝退職給付債務期首残高 1,000×割引率 2％)、40(＝年金資産期首残高 800×
長期期待運用収益率 5％)と計算された。また、同期間における年金資産からの年金給付支
払額および掛金拠出額は 25 および 65 であった。
■会社は、X2 年 4 月 1 日付で給与水準の引き上げを行った。これに伴う退職給付債務の
増加額、すなわち過去勤務費用の発生額は 50 であった。
■X3 年 3 月 31 日における退職給付債務は 1,100 で、退職給付債務に係る数理計算上の差






(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅱ)前期までで発生した未認識数理計算上の差異の費用処理









期首残高 X2 年度の処理 期末残高


















100 20 65 55









※未認識数理差異償却に関するリサイクリング 期首残高 100÷10 年=10
(ⅰ)期首修正処理
(借)未認識数理差異(その他の包括利益累計額) 100 (貸)退職給付引当金 100
(ⅱ)退職給付費用の計上
(借)退職給付費用 10 (貸)退職給付引当金 10
(ⅲ)既発生の数理差異償却に関するリサイクリング
(借)退職給付費用 10 (貸)その他の包括利益累計額 10
(ⅳ)過去勤務費用の発生
(借)その他の包括利益累計額 50 (貸)退職給付引当金 50
(ⅴ)掛金拠出時における処理
(借)退職給付引当金 65 (貸)現金預金 65
(Ⅵ)数理計算上の差異の発生額の処理
(借)その他の包括利益累計額 200 (貸)退職給付引当金 200
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退職給付計算表(公開草案)
期首残高 X2 年度の処理 期末残高































































































ある退職一時金制度において、従業員が勤務後、15 年未満に退職した場合、各年 30 ず
つ増加し、15 年後に退職した場合には、その後、各年 5 ずつ増加するものとする。この制









期間定額基準→退職給付見込額 500(＝30×15 年＋5×10 年)を勤続年数 25 年で除した
額である 30 となる。




が、10 年超 20 年未満に退職した場合は 100、20 年後に退職した場合には 500 支給すると









期間定額基準→［1］と同様。退職給付見込額 500(＝30×15 年＋5×10 年)を勤続年数






















































他方、ステップ 2 の部分に関しては、ASBJ における検討が殆ど活発化していないよう
に感じられる。今後の動向については絶えず注視しておく必要があるといえよう。
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1 三菱 UFJ FG 7,393
2 みずほ FG 6,805
3 富士通 4,002








12 富士電機 HD 1,130
13 中部電力 1,093
14 デンソー 1,081
15 三菱ケミカル HD 1,048
16 パナソニック電工 969
17 住友電気工業 938
18 JFE HD 909
19 東京電力 801
20 KDDI 783







債 務 / 自 己 資
本)(%)
退職給付債務(億円)
1 日本航空 459 8,010
2 東芝 309 13,808
3 三洋電機 263 3,859
4 日立製作所 210 22,055
5 富士通 207 15,524
6 DIC 203 1,932
7 NEC 168 10,805
8 富士電機 HD 155 2,018
9 CSK HD 142 286
10 日本ユニシス 141 1,047
11 三菱電機 134 11,363
12 板硝子 105 2,585
13 山崎製パン 103 2,176
14 パイオニア 97 1,075
15 マルハニチロ HD 94 601
16 全日本空輸 84 2,697
17 IHI 84 1,609
18 TOTO 83 1,493
19 オリンパス 79 1,270
20 日本水産 78 436

































































































図表 18 現行 IAS19 と改訂 IAS19 における期待運用収益率の処理
前提条件
当年度において、確定給付制度負債 1,000、制度資産 600、割引率 3％、期待運用収益率 4％
であったとする。なお、勤務費用については簡略化のため考慮しない。
◎現行 IAS19
利息費用 30(確定給付負債 1,000×割引率 3％=30)
期待運用収益 24(制度資産 600×期待運用収益率 4％=24)
これらの差額 6 が、当期費用として損益計上される。
◎改訂 IAS19
費用 12((確定給付制度資産 1,000－制度資産 600)×割引率 3％＝12)
このようにして算定された費用 12 が、損益計上される。
(注)三輪登信［2011］、「改訂 IAS19 号における実務上の影響と留意点」、『企業会計』第 63
巻 10 号 pp.35-36 をもとに筆者が作成。































































































24 詳細は、本稿第 3 章第 1 節 2 項を参照。
25 詳細は、本稿第 2 章第 3 節を参照。
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(1)日本基準




現在 ASBJ で行われている議論によると、強制適用時期を当初予定されていた 2012 年












































































28 [あずさ監査法人、2005] pp.19-20 実際の年金資産運用は年金基金や運用機関に委託さ
れるのが通常だが、最終的にリスクを負担するのは企業であるから、資産運用全てを丸投
げせず、企業側が運用方法の決定などにある程度積極的な関与をすることが求められる。








第 5 章 今後妥当と思われる退職給付会計の姿








れる会計処理の具体的結論を述べることとする。第 1 節 期間配分方法、第 2 節 割引率、
第 3 節 未認識項目(数理計算上の差異および過去勤務差異)の処理、第 4 節 会計観に分
けて検討することとしたい。なお、ここでは日本基準ではステップ 1 の公開草案、国際財
務報告基準では改訂 IAS19、米国基準では SFAS158 が採用されている状態を仮定し、議
論を進めてゆく。


































































































































































































































34本稿第 2 章第 1 節第 3 項を参照。
88

























35本稿第 2 章第 1 節第 2 項を参照。
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ステップ 1 ステップ 2















DP フェーズ 1 DP フェーズ 2









「給付建制度―IAS 第 19 号の修正提案」









そのため、2009 年より FASB では退職
給付プロジェクトは休止されている
状態である。
SFAS87「事業主の年金会計」における変動の報告方法を見直すプロジェクト
SFAS158
「給付建年金およびその他退職後制度に
関する事業主の会計」
